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北海道開発局建設業等の働き方改革
について

〇 『北海道開発局 i-con奨励賞』の創設について

〇令和元年度ICT活用工事の実施状況について

〇 週休２日促進デーの取組結果について

北海道開発局ホームページへはこちらから。
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『北海道開発局 i-con奨励賞』 創設！

北海道開発局では、地域を支える建設業の健全な発展を後押しするため、建設業等の働き方改革の取
組を行っています。働き方改革の重要な取組の一つであるi-Construction※の普及促進に向け、新たに
『北海道開発局i-con奨励賞』を創設し、建設現場における生産性向上の優れた取組を表彰します。

暮らしや産業を支える社会資本の整備や維持管理の担い手とし
て、また激甚化・多様化する災害に対する地域の守り手として、建
設業界の果たすべき役割はますます重要となっています。一方、北
海道は全国よりも10年先行して人口減少や高齢化が進んでいま
す。こうした中にあっても引き続き建設業界がその役割を果たすため
に、担い手の安定的確保・育成に向けて、建設業の労働環境の
改善などの取組を進めるとともに、限られた人員の中、品質と安全
性の確保に向けて建設現場の生産性向上をより一層進める必要
があります。
国土交通省では、建設現場における生産性を向上させ、魅力あ
る建設現場を目指す新しい取組であるi-Constructionを推進して
おり、北海道開発局においても、『北海道開発局i-Construction
アクションプラン』を策定し、普及促進、技術向上に努めています。

※i-Construction（アイ・コンストラクション）とは…
調査・測量から設計、施工、維持管理までのあらゆる建設
生産プロセスでICT（情報通信技術）等を活用して建設
現場の生産性向上を図る取組です。
建設現場の生産性向上を実現するため、トップランナー施
策を先行的に進め、得られた知見等を踏まえて他の施策へ
展開し、全ての建設現場への浸透を図ります。
●トップランナー施策
①ICTの全面的な活用（ICT活用工事等）
②全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）
③施工時期の平準化

～地域の未来を支える建設業の
発展を応援します～

今回、建設現場における生産性向上の優れた取組を表彰するこ
とにより、建設産業に携わる企業のi-Construction導入に向けた意
欲向上を図るとともに、優れた取組事例を広く周知することで、より
一層のi-Construction推進を図ることを目的として、新たに『北海
道開発局i-con（アイ・コン）奨励賞』を創設することとしました。

背景

i-Construction普及に向けた新たな取り組み
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選考対象
•前年度に完成した北海道開発局発注の工事及び業務
•工事及び業務の生産性向上において有効性・先進性・波及性の観点から優れた取組を
行った者

選考
•受賞者は北海道開発局内の選考委員会における審査を踏まえ決定する

表彰時期
•令和2年度上半期予定

『北海道開発局 i-con奨励賞』 創設！～地域の未来を支える建設業の発展を応援します～

ICTの全面的な活用

ICT施工、 ICT建機活用、

BIM/CIM、 ３次元設計・測量、

ICTを活用した施工管理・工程管理、人材育成 など

全体最適の導入

新技術活用、プレキャスト活用 など

※詳細が決まりましたら、改めてお知らせします。

＜取組項目例＞
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契約 ICT 実施率 ICT 実施率 ICT 実施率 ICT 実施率

工事 実施 （％） 実施 （％） 実施 （％） 実施 （％）

土工 25 19 76 211 85 40.3 201 92 46.5 207 118 57.0

舗装工 11 3 27.3 33 12 35.2 28 14 50.0

港湾
浚渫工
河川
浚渫工
地盤
改良工

合計 25 19 76 228 92 40.4 239 108 45.2 247 138 55.9

工種
H28年度 H29年度

契約工
事

契約工
事

H30年度

6 4 66.7 5

R1年度（１２月末）

契約工
事

11 5 45.54 80

1001 1

0 0 － 0 0 －

◯本年度（R1.12末時点）では、138工事でICT活用工事を実施予定。平成３０年度と比較し件数及び実施率ともに増加し、
新規工種でも活用を行っている。また、２２社が新たにＩＣＴ活用工事に取組んでいる。

◯より一層のi-construction推進を図るためにも、受注者の意欲向上を図るとともに、優れた取組事例を広く収集し周知
するなど普及促進を図ることが必要。

■ICT活用工事の実施状況

■ICT活用工事（新規工種）の実施状況

北海道開発局

■ランク別実施件数

22社が新規に取組

令和元年度ICT活用工事の実施状況について
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起工測量 3D設計（測量設計） 施工 出来形管理 出来形検査 電子納品

■ICT活用工事の効果（土工）
約３割縮減

対象：今年度に完了した工事のうち、ICT活用工事を実施した工事の平均値（N=15）（R1.11時点）

（人日）

(R1.１２末）

（うち新規）

A 15 2 46
B 54 18 69
C 3 2 3
計 72 22 118

会社数
工事数

土工

ランク

(R1.12末）

法面工
付帯構造物
設置工

床堀工 河床掘削工

件数 19 2 6 8

工種

ICT土工・舗装工の内、以下が令和元年度新規工種



建設業全体の意識改革を進めるための取組状況について （Ｒ１年度）

○令和元年９月１４日に、受発注者が一体となって一斉に現場閉所する取組「週休２日促進デー」を実施。
○ 「週休２日促進デー」の取組状況について、現場技術者アンケートと事業者アンケートを実施。

□ 週休２日促進デーについて

• 実施日
令和元年９月１４日（土）

• 取組主体

北海道建設業関係労働時間削減推進協議会 （構成団体は下記１０団体）
（北海道労働局、北海道開発局、北海道、札幌市、日本建設業連合会北海道支部、日本道路建設業協会北海道
支部、日本橋梁建設協会北海道事務所、プレストレスト・コンクリート建設業協会北海道支部、北海道建設業協会、
北海道舗装事業協会）

・ 参加事業者数 ８５６社（上記の構成団体に加盟する事業者）

□ 現場技術者アンケート

■週休２日促進デーの取組

4

できた
1142件（78％）

できなかった
317件（22％）

回答数
1459件

回答数
317件

令和元年９月１４日（土）の現場閉所 閉所できなかった理由

効果的だった
710件（49％）

効果的でなかった
80件（6％）

どちらとも
いえない
649件（44％）

その他
20件（1％）

回答数
1459件 拡大して

実施
615件
（43％）

回答数
1459件

その他
43件（3％）

実施しない
36件（2％）

現状程度
で実施
765件
（52％）

取組は業界の意識醸成に効果的だったか 今後のキャンペーンの実施規模

○現場技術者アンケートは、北海道開発局、北海道、札幌市の発注工事のうち約３，０００件を対象にアンケート依頼、令和元年
９月１４日に施工中の工事のうち、１，４５９件から回答があった。

・現場技術者アンケートでは、７８％が現場閉所を実施。実施できなかった理由では、協力会社との調整が３３％と最多。
・建設業界の意識醸成への貢献では、効果的との意見が４９％、今後のキャンペーンについては、継続を望む意見が大多数。

工事の制約等
38件（12％）

悪天候等により
工期が厳しい
44件（14％）

地元・関係機関
との協議により
37件（12％）

協力会社との調整
105件（33％）

その他
92件（29％）

（継続を望む意見 95％）



建設業全体の意識改革を進めるための取組状況について （Ｒ１年度）
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効果的だった
106社（43％）

効果的でなかった
13社（5％）

どちらとも
いえない
122社（49％）

その他
7社（3％）

回答数
248社

取組は業界の意識醸成に効果的だったか

拡大して実施
89社（36％）

その他
7社（3％）

実施しない
11社（4％）

現状程度
で実施
141社
（57％）

回答数
248社

今後のキャンペーンの実施規模

6 件
20 件

68 件
85 件

145 件
146 件

0 20 40 60 80 100 120 140 160

その他

現状では取組は難しい

課題はあるが、取組は継続すべき

取組の早期周知、PRの拡大を希望

今後も積極的に取組を実施してほしい

建設業界の意識改革につながる

□ 今後の方向性

・アンケート結果を踏まえ、実施規模(実施日数)の拡大を含め検討するとともに、取組の早期周知及びPRの拡大を図る。

○事業者アンケートは、北海道建設業協会に加盟する全社（６８１社）にアンケート依頼し、令和元年９月１４日に施工中の公共
工事を受注している会社のうち、２４８社から回答があった。

・現場閉所に向けた会社の取組は、現場閉所の指示、取組内容の説明又はバックアップ体制を実施した会社が合わせて７１％。
・建設業界の意識醸成への貢献では、効果的との意見が４３％、今後のキャンペーンについては、継続を望む意見が大多数。

特にない
72社（29％） 下記のうち１つ以上を実施

176社（71％）

・現場閉所を指示
・現場に取組内容を説明
・バックアップ体制をとった

回答数
248社

閉所に向け会社として取組んだこと

□ 事業者アンケート

○自由意見では、現場技術者からは積極的な取組実施を、事業者からは取組の早期周知、ＰＲの拡大を望む声が相当数みられた。

（継続を望む意見 93％）

1 社
2 社

13 社
14 社

16 社
18 社

0 5 10 15 20

その他

現状では取組は難しい

建設業界の意識改革につながる

今後も積極的に取組を実施してほしい

課題はあるが、取組は継続すべき

取組の早期周知、PRの拡大を希望

□ 統一土曜閉所の取組に対するアンケート自由意見

＜ 現 場 技 術 者 ＞ ＜ 事 業 者 ＞

※上記は自由意見欄に記載があったものについて集計。（重複回答あり） ※上記は自由意見欄に記載があったものについて集計。（重複回答あり）


